
税の効果検証支援サービス 〜税制改正とEBPM〜
デロイト トーマツ税理士法人のGlobal Investment and Innovation Incentives (Gi3) チームは、政
府に対して、税制改正プロセスに関する総合的な支援サービスを提供します。税制とEBPMに関す
る知見に基づき、定量的かつ定性的な方法で支援を行います。

租税特別措置のEBPM*1が求められる背景
経済財政運営と改革の基本方針*2、いわゆる「骨太の方針」でEBPMの重要性が強調されており、政府税制調査会にお
いても「税制のEBPMに関する専門家会合*3 」が開催されています。中でも、特に租税特別措置（租特）の効果検証に
注目が充てられており、税制改正要望書において「租特の有効性」を定量的に示す効果検証の重要性や、事前に効果検
証を見据えて制度を設計することの重要性が増しています。

デロイト トーマツが提供する税制改正EBPM支援
デロイト トーマツ税理士法人は、優遇税制の執行（企業が適用する際の支援）経験に基づき、租税特別措置の効果検
証および改正案の示唆出し等、政策におけるPDCAを網羅的に支援いたします。また、一連の税制改正に関するプロセスを
熟知（改正要望書の作成、査定対応等）しているため、改正要望年におけるタイムリーな支援は勿論のこと、要望年以
外の年の対応についても以下のようなサービスで総合的に支援いたします。

 租税特別措置のロジックモデルの作成
 租税特別措置特有の事項（例、創設趣旨、改正経緯
等）を把握した上で作成

 企業行動の調査およびデータの整備
 租税特別措置と企業行動の関係に関する実態を把握し
た上でデータを整備

 政策効果の検証
 適用実態数に応じた検証方法の提案および検証の実施

 海外税制の調査
 改正対象の租税特別措置と類似する諸外国の税制を
調査

 税制改正案のための示唆出し
 上記の定量および定性調査・分析に基づく示唆を提供

*1：Evidence-Based Policy Making、エビデンスに基づく政策立案
*2：内閣府、経済財政運営と改革の基本方針2024、https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2024/decision0621.html （参照 2024-09-10）
*3：内閣府、税制のEBPMに関する専門家会合 2024年度.、https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/ebpm/index.html （参照 2024-09-10）
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